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　Since a seismic magnitude, which is defined from long-period component of seismic waves, has been generally
used as one of the most important seismic parameters to scale size of an earthquake, almost all the attenuation re-
lations for strong motion estimation use magnitude as a key seismic parameter. However, when we estimate short-
period strong motion indices, such as seismic intensity, short-period responses and other pertinent factors, the mag-
nitude may not be the best seismic parameter physically. Here we propose new seismic parameters,“seismic inten-
sity magnitude”and“frequency-response magnitude”, as directly determined from the target strong motion in-
dices in order to obtain more accurate estimates in real-time systems. Our results show that these parameters are
capable of decreasing estimation errors by approximately 10-22% comparing with the conventional method apply-
ing JMA magnitude. Further, we present basic plans how to apply these new parameters to a railway system.
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１．はじめに

　一般に地震の大きさを表す震源指標として，マグニ

チュードが広く利用される。マグニチュードは変位（た

とえば気象庁マグニチュード）あるいは変位の時間積分

(たとえばモーメントマグニチュード)から定義される震

源指標であり，地震動の長周期成分から決定される値で

ある。新幹線の早期地震警報システム１）や，2007年か

ら一般向け運用が開始された気象庁の緊急地震速報シス

テム２）などに代表されるリアルタイム地震防災において

も，地震の大きさを示す指標としてマグニチュードが使

用されている。

　一方，地震防災の分野で地震の揺れの強さを表す物理

量として，加速度最大値，震度，応答スペクトルなどが

使われることが多い。加速度，震度は一般的に地震動の

うち 1Hz ～数 Hz 程度の短周期成分に支配され３），応答

スペクトルの各周期の値は地震動のうち対応する周期付

近の成分に支配される。仮に地震動の周波数特性が一定

であれば，上記の物理量と長周期成分で定義されるマグ

ニチュードは常に高い相関性を示すことになる。ところ

が震源域の物性，不均質性，応力場の性質などにより断

層の破壊過程は大きく変化し，これにより地震動の周波

数特性は地震ごとに有意なばらつきを持つことが知られ

ている。従って揺れの強さを表す様々な物理量とマグニ

チュードとの相関は常に高くはなく，その結果，マグニ

チュードからこれらの物理量を推定する際に大きな誤差

が生じることがある。しかし，現実には公表される地震

の大きさを示す唯一の震源指標はマグニチュードである

ため，利用者はマグニチュードに基づき揺れの強さを推

定している。

　このような背景から，特定の物理量を高精度に推定す

るための最適な震源指標の開発を目的として，山本 他
４），Yamamoto et al.５）は，震度推定を目的とした“震

度マグニチュード”（MI: seismic intensity magnitude）を，

また山本 他６）は，任意の周波数帯域の応答の推定を目

的とした“周波数応答マグニチュード”（Mres(f) : fre-
quency-response magnitude）を提案した。いずれもリア

ルタイム地震防災分野での利用を想定し，地震波形のＰ

波部分からこれらの震源指標を即時的に求め，大きな揺

れが到達する前に，揺れの強さを高精度に推定すること

を目指している。ここでは，これらの新しい震源指標の

定義（＝距離減衰式）を紹介し，物理的観点から既往の

揺れの強さの推定手法とここで提案する手法との処理内

容の違いを考察する。また，実データを用いて推定誤差

の比較や正確な揺れの推定に要する時間の比較を行い，

新たな震源指標の有効性を示す。さらに，これらの震源

指標が鉄道分野のリアルタイム地震防災に有効活用でき

る可能性を示す。
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２．震度マグニチュードと周波数応答マグニ

チュード

2. 1　定義

　震源から十分離れた場所におけるS波の加速度最大振

幅Accは，震源の放射特性を平均化することにより，以

下のように表現することができる。

　 s s s sAcc (A /r)exp( t f / )C0 Q= −π (1)

　(1)式において，A0，r，ts，fs，Qs は，それぞれ振幅の

絶対値に比例する震源係数，震源距離，S 波走時，S 波

周波数，S波のQ値（内部摩擦による減衰を表す係数）を

示す。またCsは表層での地震動の増幅を表現する観測点

補正値である。ここで，震度マグニチュード（MI）を震

源係数A0の常用対数値に比例する値として定義する。こ

の時，震度（I）が加速度振幅の常用対数の2倍に比例す

る値であることを考慮すると，MIは (1)式を利用し以下

のように表すことができる。

　 s s s sMI I/2 log (r) a t b c10= + + + + (2)

s s sa ln(10)f /Q= π/ (3)

s sc log C10= − ( ) (4)

(2)式中の係数 bs は，震度マグニチュードの絶対値を調

整する係数である。ここで (2) 式が震度マグニチュード

の定義式となる。

　次に，震度マグニチュードの定義を参考にして，震度

（I）の代わりに応答値Res（f）の推定を目的とした周波

数応答マグニチュード（Mres(f)）の定義を示す。各周波

数の応答値が，対応する周波数のS波の振幅に比例する

と仮定すれば，(2)式の I/2を log10 [Res(f)]，各係数を周

波数依存の係数と置き換えることにより，Mres(f) は以

下のように定義される。ただし，ここでは幾何減衰に係

る項 [log10(r)] に周波数依存の係数 g(f) を新たに加えた。

　
Mres(f) log Res(f) g(f)log r

a(f)t b(f) c(f)
10 10= [ ] + ( )

+ + + (5)

a(f) ln(10)f/ fQ= π/ ( ) (6)

c(f) log C(f)10= − [ ] (7)

ここで，Q(f)，C(f)は，それぞれ周波数依存のQ値，周

波数依存の観測点補正値である。また b(f)は，周波数応

答マグニチュードの絶対値を調整する周波数依存の係数

である。

　高感度地震観測網 Hi-net７）により観測されたデータ

を用いた解析４），６）の結果，(2)式の各係数として表1に
示す値，また f=0.25，0.50，1.0，2.0，4.0，8.0Hz にお

ける加速度応答値（減衰定数 5%）を対象とした場合の

表１　(2) 式の各係数

表２　(5) 式 , (6) 式の各係数

as bs

0.0012 2.73

f（Hz） g（f） Q（f） b（f）
0.25 1.01 27 3.14
0.5 0.98 68 3.13
1.0 0.96 144 2.95
2.0 0.99 236 2.60
4.0 1.01 349 2.28
8.0 1.05 588 2.06

(5) 式，(6) 式の各係数として表 2 に示す値を得た。

　以上より観測点補正値の常用対数値である cs または

c(f) が既知であれば，震源距離 r に位置する観測点で震

度や応答値が即時に計算された場合，(2)式，(5)式より

震度マグニチュードあるいは周波数応答マグニチュード

を直接求めることができる。また，一旦これらの指標が

求められれば，(2)式，(5)式を変形した次の距離減衰式

から，任意の震源距離における震度や応答値を求めるこ

とが可能となる。

　 s s s sI [MI log (r) a t b c102= − − − − ] (8)

　
10 10log [Res(f)] Mres(f) g(f)log (r)

a(f)t b(f) c(f)
= −
− − −

(9)

2. 2　新しい震源指標とマグニチュードの比較

　震度マグニチュードあるいは周波数応答マグニチュー

ドを使用した場合の処理の流れを，従来の手法と比較し

たものをそれぞれ図 1（a），（b）に示す。

　はじめに図1（a）に示した震度推定の流れについて述

べる。気象庁マグニチュードを用いた従来の手法では，

まず変位領域で定義された距離減衰式から，気象庁マグ

ニチュードを求める。次に，この気象庁マグニチュード

に基づき，速度領域で定義された距離減衰式から最大速

度を求め，最後に最大速度と震度の関係式から震度（加

速度領域）を求める。これに対して，震度マグニチュー

ドを使用した新しい手法は，加速度領域で定義された距

離減衰式から，震度マグニチュードを求め，この震度マ

グニチュードに基づき，同一の式から直接震度を求める

単純な流れとなる。

　従来の手法では，対象とする地震が平均的な周波数特

性を持つことを前提に，異なる物理領域で定義された複

数の経験式を重ねて使用している。この場合，平均と異

なる周波数特性を持つ地震では，必然的に推定誤差が大

きくなる。これに対して，震度マグニチュードによる手

法は，目的とする物理量（この場合は，震度）から震度

マグニチュードを直接求め，同じ式を用いて震度マグニ

チュードから目的の物理量（震度）を求めるため，周波
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数特性が平均と異なる場合であっても，その変化に対応

し，正確な震度推定を行うことができる。

　図1（b）に示した加速度応答値推定の流れについても

同様である。従来の手法では，地震ごとの周波数特性の

変化に対応できないのに対して，周波数応答マグニ

チュードを利用した新しい方法は，その変化に柔軟に対

応でき，推定精度を向上させる。

　図 2（a），（b）に，震度マグニチュードと周波数応答

マグニチュードを気象庁マグニチュードと比較したもの

を示す。図より，気象庁マグニチュードが同じ値を持つ

地震であっても，震度マグニチュードや周波数応答マグ

ニチュードがばらつくことが分る。このばらつきの原因

は，主に地震ごとの周波数特性の違いによるものであ

る。例えば，震度マグニチュードのばらつきの幅は，平

均値に対して最大±0.5程度である。(8)式より，震度は

震度マグニチュードの 2倍に比例する値となるため，震

度マグニチュードレベルで± 0.5 のばらつきは，震度レ

ベルで±1.0のばらつきとなる。このばらつきレベルは，

干場他８）に示された既往の手法による震度推定のばらつ

きのレベルに概ね対応するものと考える。

　また図 2を詳細に見ると，震度マグニチュードおよび

周波数応答マグニチュードは，気象庁マグニチュードと

線形的な関係を有していないことが分かる。これは震源

規模の変化により，平均的な震源スペクトルの形状その

ものが変化するためであり，ここで扱う気象庁マグニ

チュードの範囲（3.5 < Mjma < 8.0）では，気象庁マグ

ニチュードと震度や加速度応答値の関係が1次式で適切

に表現できないことを意味する。従って，このような場

合，気象庁マグニチュードに基づく 1次式で表現される

従来の距離減衰式を利用すると，平均的な推定誤差が増

大する結果となる。一方，震度マグニチュードや周波数

応答マグニチュードは，気象庁マグニチュードとは無関

係に，実測された震度や応答値から直接定義される震源

指標であるため，これらを利用した際，上記のような問

題は発生しない。

図１　従来の揺れの強さの推定法と新しい震源指標によ

る推定法との比較 図２　新しい震源指標と気象庁マグニチュードとの比較
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2. 3　P 波による新しい震源指標の即時計算

　2.1節では，P波，S波などを含む全相データを用いて

震度マグニチュードや周波数応答マグニチュードの定義

を行った。これらの震源指標をリアルタイム防災システ

ムで利用するためには，S 波の到着を待たず，P 波部分

から指標を計算する必要がある。

　図3（a）にP波部分のデータのみを使って計算された

P 波リアルタイム震度９）（Ip）と全相データによる震度

（I）の差を示す。また，図 3（b）に P波部分のデータか

ら計算された各周波数の応答値（Resp）と全相データに

よる応答値（Res）の差を示す。

図３　全相データによる揺れの強さとP 波による揺れの

強さの差の震源距離に伴う変化

　ここで，Ip と I の関係，Resp(f) と Res(f) の関係は震

源距離 r に関する一次関数として，それぞれ以下のよう

な回帰式で表現する。

　
s s sI Ip d e r cor= + + + (10)

　
10 10 plog [Res(f)] log [Res (f)]

d(f) e(f)r cor(f)

=

+ + + (11)

式中，cors は I と Ip に関する観測点補正値，cor(f) は
Res(f) と Resp(f) に関する観測点補正値を示し，実測値

と回帰式による値を比較することにより求める。ここで

用いたデータに基づき，(10)式，(11)式の各係数を求め

ると表3，表4の値を得る。図3には，求めた回帰式を赤

い実線でそれぞれ示した。図より，回帰式に対して各

データが大きくばらついているが，これはS波とP波に

係る震源の放射特性の違いが強く現れるためと考えられ

る。実際には複数の観測点データの平均をとることによ

り，上述の影響は大幅に減少する。(10)式を(2)式に，(11)
式を(5)式に代入することにより，P波データから震度マ

グニチュードや周波数応答マグニチュードを求めること

ができる。

表３　(10) 式の各係数

表４　(11) 式の各係数

ds es

1.19 -0.0010

f（Hz） d（f） e（f）
0.25 0.917 -0.0019
0.5 0.900 -0.0016
1.0 0.890 -0.0015
2.0 0.804 -0.0014
4.0 0.750 -0.0014
8.0 0.650 -0.0011

　このようにして求めたP波震度マグニチュード（MIp）
と震度マグニチュードの比較を図4（a），P波周波数応答

マグニチュード [Mresp(f)] と周波数応答マグニチュード

の比較の例を図4（b）に示す。これらの相関係数は0.990
～ 0.992 であり，P 波データのみから全相データを用い

た場合と等しい震源指標を求められることが示された。

図４　全相データによる震源指標とP波による震源指標

の比較

３．新しい震源指標の有効性

　新しい震源指標の有効性を検証するため，Hi-netデー

タを使用して震度マグニチュード，P 波震度マグニ

チュード，周波数応答マグニチュード，P波周波数応答

マグニチュードをそれぞれ求め，これから震度と応答値

の推定を行った。比較のため気象庁マグニチュードに基

づく既往の手法を使用して同様の解析を行った。それぞ

れの手法による推定誤差（RMS）を比較したものを図5
に示す。

　図より，マグニチュードを用いた従来の手法と比較し，

新しい震源指標（震度マグニチュード・周波数応答マグ

ニチュード）を用いた場合，推定誤差が大幅に減少する

ことが分かる。震度マグニチュード，P 波震度マグニ
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チュードによる推定誤差の低減はそれぞれ22%，17%で

ある。また固有周波数0.25～ 8.0Hzにおいて，周波数応

答マグニチュード，P波周波数応答マグニチュードによ

る推定誤差の低減は，それぞれ14～22％，10～ 18％で

ある。

　図 6 に，2003 年宮城県沖地震（M=7.1）の場合の，P
波震度マグニチュードの成長（断層の破壊開始から全破

壊終了までの時間に伴うマグニチュード増加の状況）を

気象庁マグニチュード（モーメントマグニチュードから

換算したもの）の成長と併せて示す。図より，気象庁マ

グニチュードが約 25 秒程度かけ最終値まで成長するの

に対して，P 波震度マグニチュードは，約 5 秒程度で最

終値に収束する。これは，P波震度マグニチュードがア

スペリティ周辺で発生する短周期成分で決定されるため，

アスペリティ破壊直後にほぼ最大値を示すのに対して，

モーメントマグニチュードが全破壊域からの波動により

決定されるため，収束まで時間がかかるためと考える。

　このように規模の大きな地震の場合，P波震度マグニ

チュードはより早い段階で最終値を出力することができ

る。これはリアルタイム地震防災システムにとって極め

図６　P波震度マグニチュードの成長

（2003年宮城県沖地震）

て有効な性質と言える。

４．鉄道分野での利用

4. 1　観測点以外での揺れの強さのリアルタイム推定

　鉄道分野では地震の揺れの強さに係る物理量として，

実測データに基づき，最大加速度，最大速度，震度，SI
値などが計算され，列車の運転規制，地震後の施設点検

などの目的に使用されている。実測値は極めて重い意味

を持つ値であるが，鉄道事業者が扱える地震計の数には

限界があり，空間的にきめ細かなデータの分析を行うた

めには，地震計が置かれていない場所における揺れの強

さを推定する必要がある。鉄道分野のように広い地域を

対象として揺れの分布を推定するためには，単純な空間

補間ではなく距離減衰式を使用した補間作業が必要とな

る。ここで従来のマグニチュードの代わりに新しい震源

指標を利用した距離減衰式を用いることにより，精度の

高い揺れの推定が可能となる。また，ここでは，震度と

加速度応答値を求めるための震源指標を示したが，それ

以外の物理量に対しても上記と同様の扱いによる推定精

度向上が可能である。

　さらに新しい震源指標はP波のみのデータから求める

ことが可能であり，図 7に示したように，地震検知後数

秒の段階ではP波に基づいた指標を計算し，早期地震警

報システムなどで，また地震検知後数十秒以後の段階で

は全相データに基づいた指標を計算し，早期運転再開支

援システムなどで，これらの指標を利用することが考え

られる。特に 3章で示したように，大地震の際，震度マ

グニチュードは従来のマグニチュードに比べて速く成長

する性質を持つため，即時性の求められるシステムに

とっては重要な指標となり得る。

4. 2　周波数情報のリアルタイム利用

　鉄道分野に限らず，防災を目的とした地震動の周波数

情報の即時的な推定は，これまで行われてこなかった。

具体的な対象物を想定した応答を考える際，最大振幅や

震度などの単一の指標のみでは精度の高い推定を行うこ

とは困難であるが，周波数情報を用いることにより精度

を上げることが可能となる 10）。

　一方 2.2 節で述べたように地震動の周波数特性は震源

や地盤増幅特性により大きく変化することがあり，従来

の気象庁マグニチュードのみから個々の地震の周波数特

性を評価することは難しい。この場合，周波数応答マグ

ニチュードを使うことにより，対象とする地震の持つ周

波数特性を精度良く扱うことが可能となる。さらに周辺

の地盤増幅に関する周波数特性が明らかであれば，これ

を反映して揺れの強さをより正確に推定することが可能

となる。

図５　各震源指標による推定誤差の比較

新しい指標として震度推定には震度マグニチュード、

応答値推定には周波数応答マグニチュードを使用（ 　 ）
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図７　鉄道分野での新しい震源指標の利用

　このように周波数応答マグニチュードを利用すること

により，様々な固有周期を持つ構造物から成り立つ鉄道

施設の個別の被害推定が可能となる。また，たとえば，こ

れまで扱いが困難であった長周期地震動の予測とこれに

よる応答の推定なども可能となり，多様化する鉄道構造

物を対象として，即時システムの応用分野は広がると期

待される。

５．結　論

　地震による揺れの強さを精度よく推定するための震源

指標として提案した，震度マグニチュードと周波数応答

マグニチュードの有効性について検討した。これらの震

源指標は，目的とする揺れの物理量と直接関連付けられ

る指標のため，これらを使用することにより，気象庁マ

グニチュードなどを用いる従来の手法に比べて揺れの推

定誤差が大幅に減少する。またP波からこれらの震源指

標を計算できるため，即時的な利用も可能である。従来

の手法に比べ，P波震度マグニチュードによる推定誤差

の低減は17%，またP波周波数応答マグニチュードによ

る推定誤差の低減は，周波数 0.25Hz～ 8Hzにおいて 10
～ 18％となった。さらに大きな地震の際，P波震度マグ

ニチュードは従来のマグニチュードに比べて速く成長す

ることも示された。以上から新しい震源指標が鉄道分野

の地震防災システムにとって有効な指標になると期待さ

れる。
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